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総合防除は、予防、判断、防除の取組を組み合わせて、化学農薬の使用量を必要最
低限に抑えつつ、経済的な被害が生じるレベル以下に病害虫の発生を抑制する方法。

予 防
病害虫が発生しにくい生産条件

の整備

• 健全種苗の使用
• 病害虫の発生源（作物残さ等）
の除去

• 抵抗性品種の導入
• 土壌の排水性改善
• 土壌診断に基づく適正な施肥管
理

• 土づくり（堆肥、緑肥の活用）
• 輪作・間作・混作
• 土着天敵を活用した予防
• 防虫ネット、粘着板の設置
• 土壌や培地の消毒
• 化学農薬による予防
（種子処理、育苗箱施用等）等

判 断
防除要否及びタイミング

の判断

• 発生予察情報※の活用
• 病害虫や天敵の発生状
況の観察 等

防 除
多様な防除方法を活用した

防除

＜多様な防除資材の活用＞
• 天敵
• 紫外線ライト 等

＜適切な使用方法による防除＞
• 化学農薬のローテーション散
布

• ドローン等を活用したピンポ
イント防除

• 飛散防止ノズルの使用 等

＜その他の物理的防除＞
• 被害を受けた葉、果実等の
除去

• 機械除草 等

※ 発生予察情報とは、国、
都道府県が、病害虫の発
生状況を調査し、農業者
に提供する情報

改正植物防疫法に基づく総合防除の推進について
【総合防除の考え方】
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改正前
・総合防除を行うべき病害虫
(例) さつまいも-基腐病、

スクミリンゴガイ 等

・局地的ではなくなるおそれがあり、
急激にまん延して農作物に重大な
損害を与える傾向のある病害虫
(例) ジャガイモシストセンチュウ

ミカンバエ 等

・発生予察の対象＊：
近年の気候変動等の影響により
対応すべき病害虫
(例) いね-ごま葉枯病、

トマト/なす-すすかび病
かんきつ-アザミウマ類 等

111種
害虫：62種類、
病菌：49種類

発生予察の
対象病害虫

157種（予定）
害虫：92種類、
病菌：65種類

発生予察の
対象病害虫＊

総合防除の
対象病害虫

年次 S26 S27 S40 S47 S55 H10 H12 H28 今後改正

指定有害動植物数 － 11 25 27 41 42 42 111 157
（予定）

【指定有害動植物数の推移】

改正後

改正植物防疫法に基づく総合防除の推進について
【指定有害動植物の見直しについて】

(＊)病害虫の、①国内における分布、②増殖度及び拡散性、③農作物に重大な
損害を与える可能性に基づき、発生予察の対象とする病害虫を選定。(148種類)
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 「総合防除基本指針」の策定（別紙）
＊「指定有害動植物」（注）の総合防除を推進するための基本的な指針を策定

「発生予察事業」（国が
都道府県の協力を得て実施）

 「総合防除計画」の策定
＊国の基本指針に即して、地域の実情に応じた総合防除の実施
に関する計画を策定

 「遵守事項」の策定
＊必要に応じて、計画の中に農業者が防除に関して遵守すべき
事項（「遵守事項」）を定めることができる。

国

国

都道府県

改正植物防疫法に基づく総合防除の推進について
【総合防除を推進する仕組み（法改正により追加）】

都道府県

遵守事項を定めた場合、農業者に対し
て遵守事項に即した指導及び助言。必
要に応じて、勧告及び命令。

総合防除の実施
（「異常発生時防除」（国の指示で都道府県が区域、期間等を告示）を含む。）農業者等

（注）有害動物又は有害植物であって、国内における分布が局地的でなく、又は局地的でなくなるおそれがあり、かつ、急激にまん延して農作
物に重大な損害を与える傾向があるため、その防除につき特別の対策を要するものとして、農林水産大臣が指定するもの。水稲のいもち病菌、
いちごのアブラムシ類など計157種。 ３



別紙 

指定有害動植物の総合防除を推進するための基本的な指針案の概要 

第１ 指定有害動植物の総合防除の推進の意義及び基本的な方向 

１ 指定有害動植物の総合防除の推進の意義 

病害虫の防除は営農活動の基本であり、農業者自らの経営判断の下で行われている。一

方、病害虫の防除は、自ら栽培する農作物への損害を抑えるのみならず、周辺ほ場への病

害虫のまん延や損害の波及を抑え、我が国の食料の安定供給の確保を図るものとして、極

めて重要である。 

近年、気候変動を背景とした病害虫の発生量の増加、分布域の拡大等や、化学農薬への

過度の依存による薬剤抵抗性の発達等が報告されており、持続的な農業生産への影響が懸

念されている。また、令和３年５月に策定・公表された「みどりの食料システム戦略」に

おいて、化学農薬使用量（リスク換算）を２０５０年までに５０％低減するとの目標が掲

げられた。 

こうした状況の変化や政策に的確に対応するためには、病害虫の発生そのものを予防す

ることに重点を置き、気象や農作物の生育状況等から発生を予測した上で、その発生状況

に応じて必要な防除措置を講じる「総合防除」を防除の基本とし、農業者に広く普及・推

進する必要がある。 

特に、指定有害動植物（国内における分布が局地的でなく、又は局地的でなくなるおそ

れがあり、急激にまん延して農作物に重大な損害を与える傾向があるため、防除につき特

別の対策を要する病害虫）については、総合防除を推進する必要がある。 

２ 指定有害動植物の総合防除の推進の基本的な方向 

指定有害動植物の総合防除の推進に当たっては、①指定有害動植物の発生及び増加の抑

制のために行う予防に関する措置の実施（予防）、②防除に関する措置の要否及び防除実

施時期の適切な判断（判断）、③駆除又はまん延防止のために行う防除に関する措置の実

施（防除）、の各段階において、利用可能な選択肢の中から経済性を考慮しつつ、適時に適

切な方法を選択して実施するものとする。 

各指定有害動植物の総合防除の内容は、気象や農作物の栽培・生育状況等の地域の実情

により異なる場合があることから、国は、指定有害動植物の総合防除を推進し、各都道府

県において総合防除が円滑かつ効率的に実施されるよう、①総合防除に関する防除指導等

の基本的な方向の提示及び都道府県による効率的な防除指導を可能とする仕組みの構築、

②総合防除の内容として都道府県で利用可能な一般的かつ基本的な防除技術等の提示を

行うため、総合防除基本指針を定めるものとする。 

都道府県知事は総合防除基本指針に即し、かつ地域の実情に応じて、総合防除計画を定

め、指定有害動植物の種類ごとの具体的な総合防除の内容のほか、防除指導の体制等を明

確にすることにより、農業者へ適時に適切な防除指導を行うものとする。また、指定有害

動植物のまん延を防止するため、必要に応じて地域の全ての農業者が必ず取り組むべき事

項（遵守事項）を定め、地域全体で取り組むべき総合防除の内容を明確にし、より効果的

かつ効率的な防除指導を行うものとする。 
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別紙 

３ 指定有害動植物の総合防除の推進体制 

国：総合防除基本指針において総合防除の内容に関する基本的な事項等を定めるとともに、

発生予察事業の実施や、地域の課題や科学的知見の収集、研究開発、優良事例の情報提

供等を行う。 

都道府県：総合防除計画において総合防除の具体的な内容、防除指導の実施体制等を明確

にするとともに、関係者と連携した防除指導や、国の発生予察事業への協力等を行う。

また、地域の課題解決に向けた防除体系の実証等に努めるものとする。 

市町村：都道府県が定める総合防除計画に即した防除指導や、防除マニュアル等の情報提

供等に努めるものとする。 

独立行政法人や大学等の試験研究機関：基礎的・基盤的な研究のほか、応用研究や開発研

究等を通じ、革新的な防除技術の社会実装の推進に努めるほか、得られた知見等を防除

マニュアル等に取りまとめる等により、都道府県等による防除指導が円滑なものとな

るよう努めるものとする。 

農業者団体：防除に関する課題など地域の実情の把握に努めるとともに、発生予察情報等

を農業者等に提供することに努めるものとする。また、農業者のまとめ役として地域の

体制づくりを進める。さらに、地域に合った防除体系の実証等への連携に努め、得られ

た知見等を防除暦（栽培暦）等に取りまとめ、総合防除の普及や防除指導に活用するも

のとする。 

防除等に関する専門的知見を持つ団体、民間事業者：団体は指定有害動植物の防除等に関

する情報の収集及び提供や、防除体系の実証等を通じて、総合防除の普及や防除指導が

円滑なものとなるよう努めるものとする。民間事業者は、農薬や防除資材等の安定供給

や、技術情報の提供により農薬等の適正利用の推進を図り、防除指導が円滑なものとな

るよう努めるものとする。 

農業者：都道府県や農業者団体等による防除指導を活用し、総合防除の実施に努めるとと

もに、研修会等への参加による理解の醸成や自らの取組状況の検証等に努めるものと

する。 

第２ 指定有害動植物の種類ごとの総合防除の内容に関する基本的な事項 

１ 総合防除の実施 

指定有害動植物の総合防除は、①健全な種苗の使用や農作物の残さの除去などによる

「予防」、②発生予察情報の活用やほ場の見回りなどによる「判断」、③防除が必要と判断

した場合に行う「防除」、の各段階において、利用可能な選択肢の中から経済性を考慮し

つつ、適時に適切な方法を選択して実施されるものとする。 

２ 総合防除の内容 

都道府県知事が総合防除計画に指定有害動植物ごとの総合防除の内容を定めるに当た

っては、地域の実情により予防、判断、防除に関する措置が異なる場合があることを考慮

の上、総合防除基本指針の別紙１に示す一般的かつ基本的な防除技術等を参考とするもの

とする。また、有機農業者であっても継続して農業生産に取り組むことができるよう、化

学農薬の使用だけではなく、複数の選択肢を示すことが重要である。 
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総合防除の例（野菜等におけるハスモンヨトウ） 

（予防に関する措置） 

 防虫ネット等の使用により、成虫の飛来及び産卵を防ぐ。

 ほ場内及びその周辺の雑草の防除に努める。

 施設栽培では、成虫の侵入防止対策として、換気窓等の施設開口部への防虫ネットによる被覆や防 蛾
が

灯（黄色灯）の夜間点灯を行う。

 交信かく乱剤を使用する。

 施設栽培においては、栽培終了後に蒸込み処理を行う。

（判断、防除に関する措置）

 卵塊や若齢幼虫の群生している葉を見つけ次第、除去する。

 生物農薬を活用する。

 発生予察情報を参考に、ほ場の見回り等による早期発見に努め、発生初期に薬剤散布等を実施する。

 結球野菜では、結球内部に食入した場合に防除が難しくなることから、結球前の防除を徹底する。

 化学農薬を使用する場合には、同一系統の薬剤の連続使用を避け、異なる系統の薬剤によるローテーシ

ョン散布を行う。さらに、地域内で薬剤抵抗性が確認されている薬剤を当該地域では使用しない。

 作物残さを適切に処分する。

第３ 指定有害動植物の種類ごとの発生の予防及び当該指定有害動植物が発生した場合に

おける駆除又はまん延の防止の方法に関し農業者が遵守すべき事項に関する基本的な

事項 

１ 遵守事項 

都道府県知事が、地域の全ての農業者が必ず取り組むべき事項である遵守事項を定める

場合には、地域の実情に応じて指定有害動植物の予防及び防除に関する措置が異なる場合

があることを考慮の上、対象とする指定有害動植物を選択し、総合防除基本指針の別紙２

に示す基本的な事項を参考とするものとする。異常発生時防除に係る遵守事項を定める場

合にも同様とする。なお、遵守事項を定める際には、有機農業者であっても継続して農業

生産に取り組むことができるよう、化学農薬の使用だけではなく、複数の選択肢を示すこ

とが重要である。 

遵守事項の例（野菜等におけるハスモンヨトウ） 

（予防に関する措置） 

 発生予察情報を参考に、ほ場の見回り等による指定有害動物の発生や被害状況の早期把握に努める。

 交信かく乱剤を使用する。

 施設栽培では、施設開口部へ防虫ネット等を展張する。

（防除に関する措置）

 被害株、被害果等を速やかに除去し、ほ場外に持ち出すなど適切に処分する。

 発生量が多い場合には、発生予察情報を参考に、ほ場の見回り等による指定有害動物の発生動向の把握を

徹底するとともに、駆除又はまん延防止のため、発生部位等の除去、化学農薬による防除等を実施する。

２ 指導及び助言 

 都道府県知事は、遵守事項を定めた場合、農業者に対し必要に応じて指導及び助言を行

うものとする。また、遵守事項に即した防除が適正に行われるよう、農業者の理解の促進

に努めるものとする。 

３ 勧告 

都道府県知事は、２に基づく指導又は助言を行ったにもかかわらず遵守事項に即した防
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除が行われず、かつ、指定有害動植物がまん延し農作物に重大な損害を与えるおそれがあ

る場合、農業者に対して遵守事項に即した防除を行うべきことを勧告することができる。 

４ 命令 

 都道府県知事は、３における確認の結果、農業者が勧告に従わない場合であって、特に

必要があると認めるときは、勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

５ 遵守事項に即した措置の実施状況等の確認 

 ２から４までの遵守事項に即した防除の実施状況等の確認は、発生予察調査や立入調査

等により、指定有害動植物の発生状況等の確認、当該農業者や周辺ほ場の農業者等への聴

取り等により行うものとする。 

６ 異常発生時防除における勧告及び命令 

 異常発生時防除に係る勧告及び命令についても、３から５までと同様とする。なお、異

常発生時には、都道府県知事は、農業者が遵守事項に即した措置を行わないことと、当該

指定有害動植物がまん延することの因果関係は問わずに、遵守事項に即した防除に係る勧

告及び命令を行うことができるものとする。 

第４ 法第２３条第１項に規定する発生予察事業の対象とする指定有害動植物その他当該

発生予察事業に関する事項 

１ 発生予察事業 

農林水産大臣は都道府県の承諾を得て定める計画に基づいて発生予察事業（※）を実施

するものとし、都道府県は同事業に協力しなければならない。 

（※）病害虫の防除を適時で経済的なものにするため、病害虫の繁殖、気象、農作物の生育等の状況を調

査して、農作物についての病害虫による損害の発生を予測し、及びそれに基づく情報を関係者に提供

する事業 

２ 発生予察事業の対象とする指定有害動植物 

アザミウマ類、アブラムシ類、コナジラミ類、うどんこ病菌、炭疽病菌等、作物及び指

定有害動植物の組合せにより計１４８種を定める（総合防除基本指針の別紙３）。 

３ 発生予察事業の実施 

 都道府県は、発生予察調査で得られた情報を農業者に迅速に提供することにより、適時

かつ適切な防除指導に努めるものとする。国は、発生予察情報をとりまとめ、全国的な発

生予報を公表するものとする。 

第５ 法第２４条第１項に規定する異常発生時の基準に関する事項 

１ 異常発生時防除 

 指定有害動植物の異常発生時には、農林水産大臣は都道府県知事に対し、必要に応じて

異常発生時防除を行うよう指示することができる。 

２ 異常発生時の基準 

農林水産大臣は、指定有害動植物の発生程度を踏まえ、異常発生時に該当するかどうか

７
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等について、学識経験者から意見を聴いた上で、判断を行うものとする。 

第６ 法第２４条第１項に規定する異常発生時防除の内容に関する基本的な事項 

１ 異常発生時防除の実施 

 異常発生時防除の指示を受けた都道府県知事は、地域の実情を勘案した上で、異常発生

時防除を行うべき区域及び期間等を定め、速やかに告示するものとする。 

２ 異常発生時防除の内容 

 農林水産大臣が指示する異常発生時防除の内容は、総合防除基本指針の別紙４に示す基

本的な事項に即したものとすることを基本とする。 

農林水産大臣が指示する異常発生時防除の内容（野菜等におけるハスモンヨトウ） 

 早期収穫する。

 指定有害動物の被害株のほか、次期作の発生源となり得る作物残さの除去、すき込み等を徹底する。

 化学農薬による防除を地域一斉に実施する。

第７ その他必要な事項 

１ 「総合的病害虫・雑草管理」とのかかわり 

 法に定義する総合防除の考え方は、平成１７年に定義し、推進してきた「総合的病害虫・

雑草管理」（ＩＰＭ）の考え方と変わることはないが、今後は新たな科学的知見や先進的

な防除技術も活用しながら、発生の予防に重きを置いた総合防除を基本として、広く農業

者等に対して普及・推進を図るものとする。 

２ 総合防除の実施に関する体制整備及び人材育成 

 国は、都道府県の連携（総合防除に関する知見や技術等の情報共有及び研究開発等にお

ける役割分担）が円滑に進められるよう努めるものとする。 

 また、国は、人材育成のため、研修を通じた都道府県等の職員の資質の向上を図るもの

とし、都道府県は農業者団体等と連携した計画的な研修の実施等に努めるものとする。 

３ 農薬の適正使用 

 国及び都道府県は、農業者団体等とも連携し、農薬取締法等の関連法令に基づく農薬の

適正使用等についての指導等を行うものとする。 

都道府県や農業者団体等は、薬剤抵抗性の発達回避に資するため、化学農薬の作用機構

分類を踏まえた防除指導や農業者等の理解の醸成を図るものとする。また、都道府県は定

期的に薬剤抵抗性の発達の有無をモニタリングするものとする。 

４ 指針の見直し 

 国は最新の科学的知見の収集等に努め、法に基づき少なくとも５年ごとに総合防除基本

指針に再検討を加え、必要に応じて変更するものとする。 
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